
令和８年度小中学校給食の保護者負担軽減の概要

　町では、国県の補助等を活用しつつ、賄うことができない分は、町単独費で負担し、給食に係る保護者負担を０（零）に抑えます。

【小学校】　　※令和８年度から、食材費等の補助として、国から５２００円×１人×１１か月分が本町に交付されます。

【中学校】　　※国の食材費等の補助はありませんが、令和８年度においては、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、

　　　　　　　　　　物価高騰分の補助を行います。（単年限りであり、後年度以降の継続性は保障されていません）

　令和８年度山都町一般会計当初予算から見ると（見込額）

　小中学校における給食費（食材費等）　　　　　　　　　４１,３６９,００４円

　小学校児童に対する国・県の食材費等補助額　　　　　　２３,４５２,０００円（約57％）

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　　　　　　　　３,２２５,８１６円（約8％）

　町の負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４,６９１,１８８円（約35％）

　３,２２５,８１６円（約19％） 　１３,４４０,９００円（約81％）

給食の食材費等　　年間見込額　２４,７０２,２８８円

国及び県からの補助金

　　２３,４５２,０００円（約95％） １,２５０,２８８円（約5％）

給食の食材費等　　年間見込額　１６,６６６,７１６円
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